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1. 不安定な地域環境 

中東は常に紛争の火種を抱えている。2月末、イスラエルと米国がイランを攻撃

し、イランの報復攻撃は周辺国を巻き込んでいる。北アフリカ諸国は、2012 年の

「アラブの春」で不安定になった。エジプトはエル・シシ政権により社会の安定を

回復したが、隣国のリビアは国内が東西に分断されたままである。チュニジアは、

サイード政権が国内立て直しに注力しているが、いまだに混乱が尾をひいている。

アルジェリアとモロッコは、やや安定しているものの、「西サハラ問題」で対立し

ている。 

視点を変えると、北アフリカは欧州経済の外縁部として成長の潜在性を秘めて

いる。北アフリカと似た地理的条件にあるトルコは、欧州向け輸出を経済のドライ

バーとして発展した。 

本稿では、北アフリカの主要国として、エジプト、チュニジア、モロッコを取り

上げ、マクロ経済状況、発展に向けた留意点、および日本との関係につき報告する。 

 

2. マクロ経済状況 

(1) 実質 GDP成長率 

北アフリカの主要国、エジプト、チュニジア、モロッコの経済状況は悪くない。

2020 年のコロナ禍を経て概ねプラス成長を維持している（図表 1）。エジプトは、

コロナ禍を通じてプラス成長を維持したが、これは世界でもまれなケースである。
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チュニジアは、国内政治の混乱などから成長が鈍いが、それでもプラス成長を維持

している。 

成長継続の背景は以下の理由が考えられる。まず、北アフリカがおかれた政治・

経済環境が安定していることが挙げられる。近隣では、イスラエル・ハマス衝突や、

ウクライナ戦争はあるものの、北アフリカは直接戦禍に巻き込まれていない。イス

ラエル・ハマス衝突から派生したガザ市民のエジプトへの流出懸念は、現状回避で

きている。チュニジアは国内政治の不安定さが経済成長の重石となっているが、

2024 年にサイード大統領が再選されたことにより、一定の方向性を持ち始めた。モ

ロッコは、昨年秋、医療・教育制度の改革を求めたデモが発生した。しかし、経済

を揺さぶるまでにはいたっていない。 

次に、エネルギー価格が安定してきたことがある。チュニジア、モロッコはエネ

ルギーの純輸入国のため、価格の安定は経済を後押しする。エジプトは軽質油、天

然ガスの一部を欧州に輸出しているが、国内消費用としてクウェートから原油を輸

入しており、エネルギー価格の安定は成長につながる1。 

最後に、エジプトは、外部からの資金援助が順調であったことが挙げられる。

2024 年、アラブ首長国連邦（UAE）は、巨大リゾートの開発資金として 350 億ドル

（約 5兆 6千億円）の投資に合意した。アレキサンドリアの西の地中海岸に位置す

る 170平方キロのリゾートを開発するもので、建設業などエジプト経済の活性化に

つながっている。サウジアラビアは、パブリック・インベストメント・ファンド（PIF）

を通じて 50 億ドルの投資を行っている他、エジプトとサウジアラビアを結ぶ電力

網建設2（18億ドル）を通じて経済活動を支えている。 

 

図表 1：実質 GDP成長率推移（前年比） 

 

（注）2025 年、2026 年は IMF 見込み 

（資料）IMF World Economic Outlook データ 2025 年 10 月から筆者作成 

 

 
1 但し、2026 年 3 月に発生したイラン攻撃によりエネルギー価格が上昇傾向にある。 
2 2026 年 1 月送電開始。 
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(2) 財政収支 

各国とも財政収支は赤字である（図表 2）。これは、歳出を調整することで政府

が、経済環境の変化に対する緩衝材として機能しているためである。小麦など基礎

輸入品の価格高騰や、国内景気の減速に伴う国民の収入減少は、政府からの補助金

によって経済へのショックが緩和される。その場合は歳出が増加し、財政赤字は拡

大する。チュニジアとモロッコは 2020 年のコロナ禍の時期、医療支出増により財

政赤字幅が拡大した。エジプトは、政府が国内投資を主導し、経済活性化を図って

きた。その結果、借入が増加し、利払い増加により財政収支は悪化した。ただし、

エジプトは、利払いを除いたプライマリー収支では黒字であり、財政規律は一定程

度保たれている。 

各国の政府債務の状況は、エジプトが対 GDP 比 87%で最も高く、チュニジアが

81%、モロッコが 67%となっている3。傾向としては、チュニジアがほぼ横ばい、モ

ロッコは漸減、エジプトも低下方向に向かっている。 

 

図表 2：財政収支推移、対 GDP比率 

 

（注）本データは利払いを含む収支。2025 年、2026 年は IMF 見込み 

（資料）IMF World Economic Outlook データ 2025 年 10 月から筆者作成 

 

3. 経常収支 

 各国とも経常収支は赤字である。輸出産業が育っていないうえ、経済成長に伴う国内

消費を充たすための輸入需要が強いためである。貿易赤字を補うものとして、エジプト

はスエズ運河収入、観光収入と出稼ぎ労働者の郷里送金がある。チュニジア、モロッコ

は、観光と郷里送金で補っている。2024 年、エジプトのスエズ運河収入は減少した。イ

スラエル・ハマス衝突の余波として発生したイエメンのフーシー派による紅海での船舶

攻撃が主な理由である。チュニジアは、2023年以降経常赤字は減少している。観光収入

の回復によるものと思われる。モロッコは、赤字幅は縮小しつつあるが、黒字には到達

していない。 

 
3 いずれも、2025 年、IMF 推計。 
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 経常赤字の解消策の一つは、後述する海外からの投資により、製造業が育って輸出が

増加することである。しかし、実現までには時間がかかる。 

 

図表 3： 経常収支推移、対 GDP推移 

 

（注）2025 年、2026年は IMF見込み 

（資料）IMF World Economic Outlookデータ 2025 年 10 月から筆者作成 

 

4. 北アフリカ経済の留意点～海外からの直接投資（FDI） 

 エマージング諸国の経済発展には、海外からの直接投資（FDI）が必須である。

本来であれば、官民の資本が発展して民族資本として育つことが望ましいが、自国

資本の育成には時間がかかる。そのため、海外からの投資を誘致することでその時

間差を埋めようとするのが一般的である。 

 

図表 4：海外直接投資推移 

 

（資料）イスラム協力会議（OIC）データから筆者作成 

 

エジプトは、人口が 1億人を超える。市場として有望なだけでなく、人口を背景

としたエジプト軍の存在感は大きい。紛争の火種をかかえる中東では軍事力は経済

と共に重要である。UAEやサウジアラビアなど産油国は、エジプトに投資すること

で外交関係を緊密にし、自国の政権維持などいざというときに備え同盟関係を強化
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している。 

エジプトにとっても、産油国からの投資実績は、IMF など国際機関との交渉でプ

ラス材料となる。2022 年、エジプトは IMF と 30 億ドルの経済支援融資4に合意し

たが、実際の融資は、定期的な経済状況確認に基づき行われる仕組みとなっている。

投資資金の流入は経済活性化をアピールする材料になる。 

チュニジアは、1980 年代ハビーブ・ブルギバ大統領の政権下で「北アフリカの優

等生」と呼ばれた。しかしながら、後任のベン・アリ大統領は、イスラム主義者に

押され、バランスのとれた世俗政策をうまく継承できなかった。さらに、政府が民

衆の信認を十分に得ていなかったことが「アラブの春」の混乱につながった。現在、

サイード政権は、欧州を中心とする海外からの投資誘致を進めているが、まだ経済

は再建の途上にある。 

モロッコは、国王のかじ取りが奏功し、国内はほぼ安定している。タンジェのフ

リーゾーンを中心に、日本を含む外国資本が製造拠点を設置した。その結果、雇用

が確保され、輸出による外貨獲得につながった。欧州との関係は強く、フランスか

ら高速鉄道（TGV）を導入した5。最近は、インフラ工事で中国企業の活動が目立つ。

モロッコ政府は、カサブランカ空港の改修を進め、北アフリカの西のゲートウェイ

となることをめざしている。 

 

5. 日本と北アフリカ 

日本企業と北アフリカの関係は古い。エジプト綿の輸出が盛んだった 1960 年代、

日本企業はエジプトに拠点を構え、綿花の買い付けを行っていた。その後、1980 年

代前半まで、中東経済の中心はカイロにあった。その後、オイルブームで経済はバ

ハレーンなど中東湾岸に移るが、日本とエジプトとの関係は続く。日本政府は人口

が増加するエジプトの食糧対策として日本産の「米」の移植を図った。現在、エジ

プト米はジャポニカ種であるが、これは日本が持ち込んだものだ。学問では、カイ

ロはアラビア語研修の中心であり、外務省他アラビア語研修はカイロで行っている。

エジプトには、アラビア語学習の機会（学校など）が多いことに加え、エジプト方

言が中東全域で通じやすいという事情がある。考古学を通じた日本エジプト関係の

パイプも太い。昨年開館した大エジプト博物館は日本政府の援助により建設された。

最近では、安価な労働力と豊富な人口を背景として、日本企業が工場を設置してい

る6。 

チュニジアは、ハビーブ・ブルギバ時代、日本に目を向けていた。1980年代半ば、

 
4 2024年に 80億ドルに増額 
5 2018年、タンジェ・カサブランカ間開通。 
6 大塚製薬、矢崎総業、ユニチャーム、住友電装等が工場を保有。また、トヨタ自動

車、日産、スズキ等の現地組立工場がある。 
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浜辺でバレーボールをする青年たちは、日本語の掛け声（「はいっ」など）を使って

いた。2000 年代半ば頃、ワイヤーハーネス製造など労働集約的産業の進出が見られ

たが、「アラブの春」に端を発する社会混乱で伸び悩んだ。 

モロッコと日本企業の関係は比較的新しい。日系企業は、安価な労働力を求めて、

ワイヤーハーネス工場を欧州からモロッコに移転した。その後、ワイヤーハーネス

製造業はモロッコの主要産業の一つとなった。漁業では、日本で食されるタコは、

モロッコ周辺海域で捕獲し、冷凍したものが多い。このように、経済面で日本とモ

ロッコの接点はいくつかある。にもかかわらず、モロッコが遠く感じられるのは、

地理的な理由の他、第一外国語がフランス語で英語の利用が少ないこと、モロッコ

のアラビア語は訛りが強いこと、などが考えられる。モロッコは、国民の教育レベ

ルが相対的に高く、手先も器用だ。国としては風土病がない健康地といわれ、訪問

や駐在の環境は良い。潜在力が感じられる国だ。 

 

以 上 
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